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《研究ノート》
中国の改革開放後における市場移行政策の展開
滕　　　　　鑑
はじめに
　1950年代から1970年代まで中国は「ロシア人と同じ道を歩もう」としてソ連型の社会主義と中央集
権的計画経済体制を導入した。しかし，実行していくうちにその体制の欠陥と問題点が次第に顕在化
したため，体制内改革（体制の維持を図りながら改革）を繰り返していた１。そのような体制内改革
もついに限界に達し，1978年には「改革開放」への政策転換が始まった。「改革」とは国内体制の改革，「開
放」は対外開放のことであるが，いずれも経済分野を中心とすることから，中国の体制改革の特徴が
端的に窺える。
　国内体制の改革については，当初必ずしも目標モデルを持たず，計画と市場の間で右往左往して，
1992年にはようやく「社会主義市場経済体制」に辿り着いた。社会主義市場経済とは，社会主義の国
家制度と共産党の一党支配を堅持した上で市場経済を実行するという。つまり，「ロシア人と同じ道」
という看板を掲げつつ，実は別の道を歩もうとするものであった。1980年代末から1990年代初頃にか
けて東欧諸国，そしてソ連自身も社会主義の放棄と市場経済への移行を始めた。しかしながら市場移
行の進め方に関して中国はソ連・東欧諸国とは異なる。大胆な市場移行を急進的に進めたソ連・東欧
諸国と比べて，中国の市場移行は慎重に進められた。
　本稿の目的は，中国の改革開放への政策転換がどのような背景の下で行われたのかを検討し，それ
以後の市場移行政策はどのように展開されていき，その特徴とは何かを明らかにすることにある。以
下では，まず，1978年の改革開放の背景について分析を行う（１節）。次に，1980年代において前半
の農村農業改革，後半の都市産業改革を中心に改革の目的，内容を整理し，体制移行の目標モデルを
模索する過程を明らかにする（２節）。続いて1990年代に行われた「社会主義市場経済体制」への体
制移行と体制の諸側面を考察する（３節）。その上で，中国の体制移行の特徴と成功要因について従
来の議論を踏まえて再検討を行う（４節）。最後に，本稿の結論を述べる。
１　改革開放の幕開けとその背景
　1978年12月18日から12月22日にかけて，中国共産党第11期中央委員会第３回全体会議（中共11期３
中全会）が開催され，改革開放路線が打ち出された。同大会では，それまでの階級闘争中心から経済
発展重視へ，硬直化した体制から柔軟な体制へ，鎖国から開放へと転換することが決定された。では
１　滕（2016）を参照されたい。
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1978年の改革開放という歴史的な政策転換は一体どのような背景の下で行われたのであろうか。
１−１　「洋躍進」の失敗
　1958年の大躍進政策の失敗や10年間にわたる文化大革命による大混乱などのため，中国の社会と経
済は疲弊を極めた。1976年９月に毛沢東が死去した後，共産党主席に就任した華国鋒は直ちに経済の
立て直しに着手した。華国鋒の経済政策は，外国の資本・技術に全面依存するところに特徴があるため，
鎖国時代における1958年の大躍進政策と対比して，「洋躍進」と呼ばれている。華国鋒が主導した「洋
躍進」は，過度の重工業優先，過熱した投資ブーム，高率のインフレなどをもたらしたため，実施直
後に政策転換を余儀なくされた。
　1978年の改革開放への政策転換について，ノートンは，それを意図的改革ではなく，「洋躍進」に
よる経済過熱を引き締めるための再調整であったと捉えている（Naughton，1995）。「洋躍進」の失敗
と急進的な開発路線への反省は，改革開放への政策転換に一つの直接的な動機を与えたといえるかも
しれない。しかし，1978年の改革開放は，決して従来のような経済過熱（混乱）から引き締め（調整）
へと向かう程度の政策転換ではない。なぜなら，1970年代末における中国を取り巻く国内外の環境は
従来とは根本的に異なっていたからである。
１−２　経済の停滞
　計画経済時代には中国の経済発展は極度に停滞していた。その極度の停滞という言葉には二つの含
意がある。一つは，1949年の建国から1970年代までの約30年間における自国経済の「絶対的停滞」で
あり，もう一つは1970年代末の時点で他の諸国との比較における「相対的停滞」である。
　まず，絶対的停滞について述べると，計画経済時代の中国は急進的開発政策と熱狂的な大衆政治運
動に翻弄され，何度も深刻な危機に陥り，経済発展が停滞した。１人当たりの実質GDPは，社会主義
計画経済体制が確立した1957年の165元から文化大革命が終結した1976年の284元へと20年間で1.7倍
しか上昇せず，年率は３％にとどまった。経済発展が停滞する中，国民生活は困窮していた。例えば，
1978年における100人当たりの耐久消費財保有率を見ると，国民的な交通手段である自転車がわずか
7.7台であった（中国国家統計局，1984）。ほかに，ラジオは7.8台，テレビに至っては0.3台しかなかった。
また，世界銀行（World Bank,  2012）によると，1981年時点における中国の最貧困層（１日1.25 USド
ル，2005年購買力平価）は８億3510万人で，これは当時の中国人口の８割を超えた。
　次に，相対的停滞について見ると，1970年代末の中国経済は，日本や欧米の先進諸国にはもちろん，
アジアNIEs4（Newly Industrializing Economies 4：韓国，台湾，香港，シンガポール），ASEAN4（Association 
of Southeast Asian Nations 4: タイ，フィリピン，マレーシア，インドネシア）の諸国・地域に比べて
も著しく立ち遅れていた。戦後，日本を始めとしたアジア各国，特にNIEs4とASEAN4は，輸出主導
の工業化に成功して，急速な経済発展と所得水準の向上を遂げた。それに対して，1980年における中
国の１人当たりのGDPは，ブータン並みの水準にあり，決して「社会主義の優越性」を持たないと決
めつけられた香港とは実に18.4倍もの格差があった（図表１）。
　このように，1970年代末頃の中国経済は時間軸で見ても空間軸で見ても著しく立ち遅れた。経済停
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滞によりもたらされた国民生活の困窮と発展の立ち遅れは，1978年の改革開放への政策転換の最大の
理由になった。
１−３　「不死鳥」鄧小平の再復活
　1976年９月９日に毛沢東が逝去し，同年10月６日に文革を主導していた「四人組」が逮捕され，文
化大革命が事実上終結した２。1977年７月の共産党第10期代表大会第３回中央委員会全体会議で鄧小
平が国務院常務副総理，党副主席などの要職に復帰した。実は鄧小平の政界復帰はこれで３度目とな
る３。これまでの２度目と３度目の失脚は，いずれも政治・イデオロギー重視の毛路線と実利主義の
鄧路線との対立によるものであった。絶対的権威主義の毛沢東時代には，経済運営に関して体制内改
革（調整）があったとしても体制移行はあり得なかった。また，毛沢東の逝去後，党主席に就任した
華国鋒は，経済運営の失敗に加えて「両個凡是」（二つのすべて）４の方針を打ち出し，毛路線を継承
しようとしたことで，批判の矢が向けられて次第に実権を鄧小平に握られるようになった。このよう
に，毛沢東の逝去と鄧小平の復権という政治指導者の交代は体制移行のための強力なリーダーを準備
したのである。鄧小平の「白猫黒猫論」（白猫であれ黒猫であれ，鼠を捕れるのが良い猫だ）が経済
を発展させるためには体制（経済体制に限るとはいえ）を問わないと解釈すれば，1978年の改革開放
への政策転換は，ただ目下の経済過熱と混乱を収拾するための一時的な調整ではなく，体制移行とい
う壮大なドラマの幕開けと言えるのである。
２　「四人組」とは，毛沢東の夫人，江青をはじめ張春橋，姚文元，王洪文という「文化大革命」を主導した４人グルー
プのことである。
３　1930年代初頭江西省瑞金県党書記時代の鄧小平は，農村・農民によるゲリラ戦を主張する毛沢東路線に賛同するた
め，毛路線と対立するソ連留学組の党指導部から追放された。建国後1956－1966年までの10年間に党総書記を務めてい
たが，文革が始まると1968年には毛沢東との対立で全役職を追われ，翌1969年には江西省南昌市に追放された。1973年
４月に副総理に２度目の復活を果たしたが，1976年４月５日には清明節の周恩来追悼集会が弾圧された「天安門事件」
（「四五天安門事件」とも呼ばれる）の問題でその責任を問われ３度目の失脚を喫した。
４　「二つのすべて」は，（生前）毛主席が決定した方針はすべて守り，毛主席が指示したことにはすべて従うことの意で
ある。
図表１：1980年のアジアの主要な国・地域の１人当たりGDP（USドル）と対中国倍率
NIEs4： 香港 シンガポール 台湾 韓国
GDP/人 5,664 5,004 2,367 1,711
倍率 18.40 16.26 7.69 5.56
ASEAN4： マレーシア フィリピン タイ  インドネシア 
GDP/人 1,900 753 719 673
倍率 6.17 2.45 2.34 2.19
その他： ベトナム パキスタン ブータン 中国
GDP/人 514 347 308 308
倍率 1.67 1.13 1.00 1.00
（資料）IMF, World Economic Outlook Databases.
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１−４　国際関係の改善
　戦後の国際関係は中国の体制選択に大きな影響を与えた。1950年代における中国のソ連への依存
とアメリカへの警戒は，新民主主義構想から社会主義化への転換要因になった（滕，2016，p.47）。
1970年代の世界は依然として東西冷戦構造の下におかれていたが，中国では外国の経済発展の成功経
験を学ぼうとする機運が高まった。胡鞍鋼によると，中国の指導者は，まず，東欧諸国の経験を学ぶ
ことから始め，次いで西側諸国，さらに東アジア，特に日本の経験に目を向けるようになった。中国
共産党の大陸側と国民党の台湾，英国管轄下の香港との内部競争，中国と日本，韓国，シンガポール
など東南アジア諸国との隣国競争，中国とアメリカ，西欧先進工業国との外部競争，これらのいずれ
もが1978年の改革開放を進める重要な国際環境となった（胡，2008，pp.153-154）。
　国際競争に対する危機意識だけでなく，中国外交の進展，とくにアメリカを始め西側陣営諸国との
関係改善は，国内の経済体制改革を促す要因となった。1972年２月にアメリカのニクソン大統領が劇
的に訪中し，米中和解のプロセスが始まった。同年９月には日本の田中角栄首相が訪中し，日中国交
正常化が実現された。また，1978年８月に日中両国は「日中平和友好条約」を締結し，同年12月25
日には米中両国も国交回復に合意した。米中接近を受けて，欧州諸共同体（European Communities：
EC）も中国との関係改善を進めていた。1975年５月にソームズ（Christopher Soames）EC委員会副委
員長が中国を訪問し，中国とECとの外交関係が樹立された。
　こうした西側諸国との関係改善は，中国の指導者に体制移行を決断させる大きな要因の一つになっ
たものと考えられる。1978年に改革開放を宣言した中共11期３中全会を目前に日本を訪問した鄧小平
は，「日本の豊かな経験を求めるために来たのだ」，「今回の訪日で近代化とは何かがわかった」と語っ
たことが伝えられている（「人民網」2008年12月３日）。
　以上見てきたように，「洋躍進」の失敗は改革開放という新生児を迎えるための最後の陣痛となった。
極度の経済停滞と貧窮への苦悩は胎児を育む糧となり，政治的リーダーの交代や国際関係の好転はそ
の胎児を産む環境を整えたのである。
２　1980年代の経済体制改革
　1978年に中国の指導者が改革開放を宣言する際，旧体制への改革を決意したが，新しい体制とは何
か，どのように改革していくのかは必ずしも明確ではなかった。新生児を迎えたが，どのような人間
にするために，どのように育てていくのかが分からなかったのである。目標体制が不明確なため，中
国の経済体制改革は慎重に進めざるを得なかった。
２−１　初期の経済体制改革（1978年～ 1984年）
農村部・農業改革
　中国の経済体制改革は農村・農業から始まった。中共11期３中全会後，農村人民公社の改革が行な
われていた。まず，公社の「政経分離」（行政と経済を分離）が進められ，公社の行政が郷政府に移
管され，公社の生産経営などの経済運営が生産隊または企業事業体に移管され，決算，所得分配など
－173－
中国の改革開放後における市場移行政策の展開 173
も公社，生産大隊，生産隊へ割りあてられた。1982年の憲法改定で人民公社の解体が明記されると，
人民公社は急速に減少していって，1984年には，公社数は前年の約５万2000社から２万5000社へと半
分以上減少し，中でも「政社合一」（行政と経済の一体化）を実行する公社は４万社から249社へと激
減した（図表２）。そして，1985年には社会主義集団農業の象徴であった人民公社はすべて解体された。
図表2：改革開放初期における農村の経済行政組織
    経済行政形態 1983年 1984年
郷（鎮）政府 16262 91171
政社分離 村民委員会 199657 926439
経済組織の人民公社 11886 28218
農村人民公社 40079 249
政社合一 生産大隊 550484 7046
生産隊（万） 458 13
（資料）『中国統計年鑑』（1984，85年版）より整理，作成。
　他方，1978年から1984年まで農村では「農家請負制」が導入された。農家請負制とは，農家が政府
から生産を請負，所定の農作物を国に上納し，それ以外の余剰農作物は農家個人が自由に販売できる
という仕組みである。請負制は1978年11月に安徽省鳳陽県小崗村の農家たちが自発的に生産請負を実
行したことに始まる。小崗村の自発的な行動を契機に，請負制は急速に全国に広がっていって，1982
年になると，政府は当時すでに実施されていた各種の請負制を社会主義集団経済の生産責任制として
承認した。
　実は生産請負への模索は1978年の改革開放以前にも試みられた。1956年には浙江省永嘉県燎原農業
生産合作社において「包産到戸」（農業生産隊請負）が初めて採用され，1958年には甘粛省，湖南省，
江蘇省，河南省などの農村地域において「包産到戸」が実行された（Baidu百度百科）。また，大躍進
政策の失敗や３年連続で起こった自然災害による経済危機後の調整期（1961 〜 1965年）において「三
自一包」が全国的に実施された（滕，2016，pp.55-56）。しかし，改革開放以前とそれ以後の生産請
負は大きく異なっている。1956年，1958年の「包産到戸」は末端行政や農家により自発的に実行され
たが，1960年代初期の「三自一包」は経済回復策の一つとして劉少奇（当時国家主席）と鄧小平（当
時中央書記処総書記）が主導するというトップダウン方式で推進された。しかし，改革開放前のそれ
らの試みはいずれも毛沢東の反対で短命に終わった。それに対し，改革開放後の農家請負制は，農家
により自発的に始まり，政府により事後的に承認され，農業生産制度として確立されたという点でボ
トムアップ型改革という特徴があった。
市場調節重視と「鳥篭経済論」
　1981年に開催された中共11期６中全会では『建国以来の党の若干の歴史問題についての決議』が採
択された。同決議では「公有制のもとで計画経済を実施し，同時に市場調節の補助作用を発揮させな
ければならない」として，計画経済下の市場補完という方針が提示された。この方針は，当時国務院
副総理の陳雲を始め市場調節重視派の考え方を強く反映したものである。25年前の1956年に陳雲は，
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中共第８期大会において計画生産は農工業生産の主体であり，市場の変化に伴う国家計画の許容範
囲内での自由生産は計画生産の補完だと主張した（葉，2000）。1978年の改革開放直後，党副主席に
就任した陳雲は，単一計画経済体制を打破し市場の補完機能も重視して「計画経済を主とし，市場調
節を補助とする」ことを改革目標に掲げたことで改革者として称賛を浴びていた。しかしながら，経
済体制改革と市場化の進展につれて，市場機能を制限し，計画経済の役割を強調しようとして「鳥籠
経済論」（市場と計画の関係を鳥と籠になぞらえ，市場（鳥）を計画（籠）の枠内に閉じ込める考え）
を唱えると，保守派と見なされるようになった。
地方・企業分権と沿海開放
　改革開放初期において政府は，中央に集中し過ぎた経済政策に関する意思決定権を地方へ一部移譲
することを進めた。1980年から「劃分収支・分級包幹」（収支を区分し，各級行政が請負う）の財政
管理システムを導入し地方財政請負制度を中心とする地方分権化を図った。このシステムは財政上の
歳入と歳出を中央と地方に区分しておき，地方が事前に決定された歳入歳出枠を請負うという仕組み
である。
　また，国営企業について，経営自主権の拡大，利潤保留の容認など改革を行った。一部の国営企業
に対しては自主生産・自主販売も認めた。1979年には政府は，国営企業に対して計画超過達成分の製
品を自主販売する許可を出し，市場流通を認めた。さらに1985年には，企業が市場価格で「計画外」
の製品を販売することを許可し，生産財の供給と価格設定の「二重体制」を実行した（呉，2004，
pp.62-63）。生産財供給についての「二重体制」とは，生産手段（物資，生産財）の「計画調達」（政
府の計画に基づく調達＝計画内調達）と「市場調達」（市場による調達）を指し，価格設定の「二重
体制」とは，「公定調達価格」と「市場価格」を指している。1983年以前に計画内調達物資（生産財）
を取得する権利を持っていた国有企業は，1983年の調達量を基準に「公定調達価格」で一定量の物資
供給を受ける一方，1983年の調達量を超えた必要な物資については「市場価格」で市場から調達する
ようになった。
　政府，党と企業との関係については，1982年に党指導下の工場長責任，1984年に工場長単独責任制
が導入された。国が工場長に対して企業の経営管理権及び全責任を委託し，労働者代表大会制の下で
労働者の管理参加，労働者権益の確保を図った。1984年末までに約21万の企業，事業所が労働者代表
大会を設立し，その設立率は78％にも達した（石井，2006）。
　財政管理では，1983年から1984年にかけて国有企業を対象に「利改税」（利潤上納制を納税制に改
める）が導入された。1983年に利潤の一部を税制化，1984年には税制へ全面移行された。さらに，
1985年には，「利改税」に対応するため，地方についての収入を税収に改め，その税収を政府に一部
上納し，残りは地方の支出に充当するという財政請負制が実行された。「利改税」は，制度設計の欠
陥や税負担の公平性問題があるため中央税収を一時的に押し上げる効果しかなかった。また，従来の
国営企業による利潤上納制を税制へと改めたことについては，自分（国）が自分（国営企業）に徴税
するものだと揶揄された。しかしながら，政府と企業の関係を計画経済時代の「親子」から「課税者
と納税者」へと変革する上で大きな一歩を踏み出したと言える。
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２−２　改革開放の重点転換と挫折（1985年～1989年）
都市部・産業改革
　農村部・農業分野で人民公社の解体と農家請負制の確立などに功を奏した経済体制改革は，1980年
代半ばには新しい転換点を迎える。1984年10月に開かれた中共12期３中全会において「経済体制改革
についての中共中央の決定」が採択された。同「決定」では，経済改革の重点を都市部，産業部門へ
と転換し，経済体制全体の改革をさらに加速させること，商品経済の概念を提起し，社会主義商品経
済を発展させることが決定され，「計画経済を主として，市場経済を従とする」方針が打ち出された。
1987年の中共第13期大会において，「国家は市場を調節し，市場は企業を誘導する」と提唱され，市
場重視の姿勢が一層鮮明となった。
　1980年代後半において経済体制改革の重点転換を受けて，国営企業を中心に経営自主権の拡大が進
められていた。1987年に政府は，国営企業に経営請負責任制（承包責任制）を導入した。経営請負責
任制では，企業と政府が請負契約を締結し，工場長または管理経営執行部が企業経営を請負，請負契
約超過（所得税納付後）の利潤は企業の自由意志に委ねて扱われる。1987年に経営請負責任制が始まっ
てから，1990年までに国営企業のほとんどは導入するようになった。
　また，国内の体制改革とともに，対外貿易管理体制の改革も始まった。1978年以前は鎖国の時代で
あったが，1972年の対米，対日，1975年の対欧州の関係改善により，鎖国政策が次第に放棄されていっ
た。1979年から1987年まで対外貿易管理体制の改革は，貿易経営権の委譲を中心に進められていた。
体制改革は，各地方へ貿易経営権を委譲すること，指令的計画，指導的計画と市場需給に基づいた貿
易計画を作成，実行すること，対外貿易と国内産業，企業活動を結びつけること，マクロ・コントロー
ル下の中央と地方の管理責任を区分し強化すること，輸出奨励を行うこと，といった方面で展開され
た。
体制改革の挫折
　1980年代後半における経済改革が加速するにつれて，経済過熱とインフレーションが起きた。ま
た，1985年に導入された生産財の供給と価格の「二重体制」では，計画価格と市場価格の間で大きな
ギャップが存在するため，1980年代後半において安い価格で買って高い価格で売るという手段で巨額
の利益を得るような転売が横行していた。そのような転売は，権力（主管部門の官僚）が深く介在す
る場合が多いため「官倒」（官製不正転売）と呼ばれている。高進するインフレによる生活苦に加え，
官僚による腐敗の蔓延や所得分配の格差拡大などにより，国民に強い不満，不平が生じ，中国の社会
が不安定な状態に陥った。このような経済，社会問題を背景に，1989年６月に「天安門事件」が発生
した５。
　事件後，西側諸国は中国に対して経済制裁を発動し，対中投資の撤退へと進んで行った。国内では
改革開放路線の抵抗勢力（保守派）が力を盛り返して，再び「鳥籠経済論」を主張し，改革路線（市
場化路線）を批判し始めた。また，1988年後半から経済調整・引き締め政策がさらに強化されたため，
５　1989年６月４日に民主化や腐敗撲滅を求める一般市民のデモ隊が武力弾圧された事件である。これは通常言う「天安
門事件」である。1976年４月５日に周恩来が死去したときに発生した天安門事件（「四五天安門事件」，本章第１節脚注１）
と区別するため，1989年６月４日の天安門事件は「六四天安門事件」，「第２次天安門事件」とも呼ばれている。
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経済は減速した。1978年に船出した改革開放路線は暗礁に乗り上げた。
３　社会主義市場経済への体制移行
３−１　鄧小平「南巡講話」の「鶴の一声」
　鄧小平は，1989年６月に天安門広場に集まった学生や市民に一定の理解を示し武力弾圧に反対した
当時の共産党総書記，趙紫陽を解任した。またデモ隊の徹底的な弾圧を命じたと言われるなど事件の
収拾に指導的な役割を果たした。1980年代末に勃発した東欧民主化運動という国際的地穀変動を背景
に，学生や市民による民主化，反腐敗運動の拡大が共産党政権を転覆しかねないという深刻な危機感
を抱いたためである。事件後，改革に抵抗する保守派の一部の学者や政治家は経済低迷，政局混乱の
責任を改革になすりつけ，計画から市場への移行は社会主義から資本主義への移行だと非難していた
（呉・ほか，2008）。
　1989年の天安門事件後，同年11月に鄧小平は共産党中央軍事委員会主席を辞任したのを最後にすべ
ての公職から退いた。しかしながら引退後の鄧小平は依然として絶大な影響力を維持する事実上の最
高実力者であった。ノートン（2015，p.229）は「鄧小平が民主的な政治改革のいかなる芽も断ち切
ることを望んでいるのは確かであるが，彼は，自身の最も重要な遺産となるはずの経済改革の維持を
同じくらい望んでいた」と述べている。天安門事件や経済引き締めによる停滞した局面を打開するた
めに，鄧小平は，1992年１月から２月にかけて，中国南方の地方都市である武漢，深圳，珠海，上海
などを視察し，その視察先において改革開放を加速させていくべきだという旨の発言を繰り返した。
この南方視察時の鄧小平の一連の発言は「南巡講話」と呼ばれている。鄧小平の「南巡講話」という
「鶴の一声」は，保守勢力の「雀の千声」を退けて，中国を再び改革開放路線の軌道に戻した。
３−２　社会主義市場経済の構築
概念の提起
　天安門事件で失脚した共産党総書記，趙紫陽の後任に抜擢された江沢民は，党中央軍事委員会主席
（同年11月），国家主席（1993年３月）に相次いで就任し，江沢民指導体制が確立された。江沢民指導
部は，鄧小平の改革路線を継承し，市場経済への体制移行を加速させていった。
　1992年の10月には，中共第14期大会が開催され，ここで社会主義市場経済体制の構築が中国の体制
改革の目標として提起された。1993年11月の中共14期３中全会では，「社会主義市場経済体制の構築
における若干の問題に関する決定」が採択された。同「決定」では，社会主義市場経済体制を社会主
義の基本制度の１つとして位置づけている。その上で，新しい体制では，①財政・金融政策に基づい
たマクロ・コントロールの確立，②株式会社制をはじめとする現代的な企業制度の確立，③全国統一
国内市場の形成，を目指すとしている。社会主義市場経済という目標モデルは，計画経済の呪縛から
脱却しようとする中国の指導者の意思を表すものであった。
　中共14期３中全会の「決定」では，「全面的に推進して，重点を突破する」の改革方針が打ち出されて，
分野ごとに改革案が具体的に示された。共産党の方針を受けて，社会主義市場経済の構築に向けての
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具体的な取り組みが始まった。
分税制の導入と財政制度の改革
　財政政策によるマクロ調整メカニズムを構築するために，政府は分税制財政管理体制（分税制によ
る財政管理）の導入と税制改革を行った。1980年代の財政改革は中央の財政収入の減少傾向に歯止め
をかけられなかった。そのため1994年から分税制を実施して中央財政のマクロ調整機能を強化しよう
とした。分税制とは，税金を「中央収入」，「地方収入」，「共通収入」に区分し，それに応じて，国家
税務局と地方税務局を設置し，国税と地方税をそれぞれが徴収する体制のことである。分税制による
財政管理体制の下で，中央と地方が各々の職権区分に基づいて財政支出を執行する。分税制を導入す
る目的は中央の権限を強化することにあるため，中央へ財源を集中させた後，中央財政の資金を地
方税収に返還するというアプローチを採用した。財政収入における中央と地方の構成は，1993年の
22.0％と78.0％から1994年の55.7％と44.3％へと逆転した（図表３）。
図表３：財政収入における中央と地方の構成
（資料）『中国統計年鑑2015』より作成。
　また，1994年の税制改革は，「税制の統一，税負担の公平性，税制の簡素化，合理的分権」の原則
に基づいて，国内企業所得税（33％）を統一すること，個人所得に対する累進税率（４〜 45％）を
統一すること，流通税や付加価値税，消費税を導入することなどが進められた。分税制の導入に合わ
せて，政府間財政転移支出制度改革も行われた。1995年から一般的移転支出と少数民族優遇政策移転
支出が行われ，2002年には一般的移転支出に改められた。
専用銀行の自由化
　政府は，金融政策の調整能力を強化するため，中央銀行によるマクロ調整システムを構築すること，
政策的金融と商業的金融を分離し，商業銀行を主体に，各種の金融機関が併存する金融組織システム
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を構築すること，競争的，管理的な金融市場システムを構築することを改革目標に掲げた。計画経済
時代には，中国人民銀行が中央銀行と商業銀行の機能を兼ねた単一銀行とする金融システムであった。
改革開放後，1980年代前半には中央銀行と市中銀行の分離が進められ，中国人民銀行は中央銀行とし
てのマクロ調整機能を強化すると同時に，中国銀行，中国人民建設銀行，中国農業銀行，商業銀行の
４大国有銀行が専業銀行の機能を担って業務を開始した。しかし，国有専業銀行には，依然として財
政を補うために利用されるという財政補完型金融の側面，中央と地方の行政による過度な介入，銀行
業務の非商業化などの問題が存在していた。そのため1994年には，４大国有専業銀行から政策金融の
機能が分離され，国家開発銀行，中国輸出入銀行，中国農業発展銀行が政策金融機関として設立され
た。また1995年には，中国人民銀行法の制定や商業銀行法の施行などに見られるように，法的整備も
進められた。
　他方，競争的な金融市場を形成するために，国有専業銀行を商業銀行化するとともに，非国有の株
式制銀行の新規設立を認めた。例えば，1995年には，首都鉄鋼公司の元傘下であった華夏銀行が改組
され独立した会社制銀行となり，中国投資銀行も会社制銀行に改組された。また，中国光大銀行は初
めて外国金融機関の株式を導入した商業銀行となった（呉，2004）。他にも都市の城市合作銀行，農
村部の信用社などの設立が相次いだ。1994年４月には，国務院が批准した『中華人民共和国外資金融
機構管理条例』が発効し，外国金融機構の中国進出が加速した。在中外国金融機構は1991年の47社か
ら1998年（６月）の178社に拡大した（施・ほか，1999，pp.1322-1323）。
「国営国有」から「国有民営」へ
　現代的な企業制度を確立するため，まず，国営企業の改革を断行した。1980年代における企業分権
や利益譲渡などの改革は従来の所有制度の枠組みの中で行われたため，企業活動に対する行政の介入，
企業ガバナンス上の欠陥，国と企業の財産権関係の不明確さなどの問題が解決されないままであった。
1992年の中共第14期大会では，企業が経営権を持ち，国が所有権を持つように企業の所有権と経営権
を分離させる方針が打ち出された。1994年には，中国初の会社法（公司法）が施行され，企業は「国
有国営」から「国有民営」へと転換すると規定されため，この頃から従来の国営企業（全民所有制企
業）は「国有企業」と呼ばれるようになった６。
　1995年には，国有企業に関して，「抓大放小」（大を掴み，小を放つ＝大企業を改革，小企業を自由
化）政策が打ち出され，大企業を政府管轄の会社化し，小企業は改組，提携，リース，株式化，売却
などで民営化するなど，国有企業の再編が進められた。1997年９月の中共第15期大会では，国有独資
（state-owned enterprises：政府単独資本企業），集団所有制（collective-owned enterprises：農村部郷鎮企業，
都市部集団企業），公的持株会社・有限会社（holding company：国・集団持株会社），株式合作（cooperative 
enterprises：従業員持株会社），混合所有（joint ownership enterprises：国と集団所有企業，国と外資企
業の共同経営会社）など，公有制の多様な形態が容認された。中でも1984年以来試行されてきた株式
企業，有限会社を含む会社制は，現代企業制度の目玉として1990年代後半に急速に拡大した。その結
６　 1992年中共第14期大会で初めて従来の全民所有制企業は国有企業と改称され，1993年憲法修正案で明記された（章，
2006，p.342）。中国の所有形態別経済統計では，1992年までの全民所有制企業は，1993年以降国有企業へと分類名称が
変更された。
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果，株式会社の数は，1995年の5900社から1999年の１万4200社へと２倍以上増加し，同期間の生産額
は，2750億元から１兆2247億元へと４倍以上拡大した（図表４）。
　他方，非公有経済セクターに対する認識と評価が大きく前進した。中共第15期大会では，非公有経
済を社会主義市場経済の重要な構成部分と位置づけ，1999年の第９期全国人民代表大会第２回全体会
議で採択された憲法修正案では，従来の「都市・農村勤労者の個人経営経済は，社会主義的公有制経
済の補完である」を「個人経営経済，私営経済等の非公有制経済は，社会主義市場経済の重要な構成
部分である」に改正された（「人民日報」1999年３月17日）。1990年代後半において非公有経済セクター
が急速な成長を見せており，私営企業は，1995年の568万8200社から1999年の612万6800社へと拡大し
た。また，対外開放の進展につれて，外資企業は中国に多く進出し，独資，合資，合作の経営形態で
中国事業を展開している。このようにして，1990年代末には国有，集団所有，私有，外資など多様な
所有制形態が形成された。
図表４：1990年代後半における工業部門の所有制構造
年次 全体
国有と国有
持株会社
集団所有
企業
  私営企業 株式会社       外資企業
1995 734.15 11.80 147.50 568.82 0.59 5.40
企業数 1996 798.65 12.76 159.18 621.07 0.83 4.43
（万社） 1997 792.29 11.00 177.23 597.47 1.31 4.38
1998 797.46  6.47 179.78 603.38 1.14 6.25
1999 792.99  6.13 165.92 612.68 1.42 6.23
1995  90136 31220 33623 11821  2750 10722
生産額 1996 106244 36173 39232 15420  3302 12117
（億元） 1997 119066 35968 43347 20376  4976 14399
1998 126735 33621 45730 20372  9262 17750
1999 135458 35571 44607 22928 12274 20078
（資料）『中国統計年鑑2000』より作成。
（注）非国有企業について売上高が500万元以下の企業も含まれる。
外国為替管理体制改革
　1993年11月の中共14期３中全会において，人民元の経常項目における交換性を実現し，為替市場の
需給変動に基づく人民元レートの決定メカニズムを構築することを外国為替管理体制改革の目標とし
た。1994年に中国は，人民元レートについて外国旅行者や貿易会社の会計などに適用する「公定レー
ト」と自主貿易に適用する「市場レート」という二重レートを「市場レート」へと一本化し，統一的
なインターバンク外国為替市場を創設した７。
　1996年12月１日には，政府は国際通貨基金（International Monetary Fund：IMF ）協定第８条を受け
入れ，人民元の経常項目における自由交換性を実現した。人民元の「経常項目」における交換性の実
現は，中国がすべての貿易外取引を含む（資本移転を目的としない）経常的な国際取引のための支払
７　1981年に内部決済レートが導入され，1984年に廃止された。1986年に外貨調整センターの設立とともに，実行された
のは市場レートである。
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いや移転に対して制限を加えないこと，ならびに，差別的通貨措置や多重為替相場制度は取らないこ
とを意味するのである。
４　市場移行の特徴とその成功要因
　1978年には，海図なき航海に出た中国の体制改革は，抵抗勢力，保守派の荒波にさらされながら，
約14年間の紆余曲折を経てようやく社会主義市場経済という目標モデルに辿り着いた。中国の市場移
行プロセス，その特徴と成功要因を整理すると次のとおりである。
４−１　体制移行について
　中国共産党は，1978年の改革開放宣言後，まず「計画経済を主とし，市場調節を従とする」（1982 
年中共第12期大会）考えを打ち出して計画経済体制内の市場調節を認めた。次に，社会主義経済を「公
有制を主体とした計画性のある商品経済」（1984年中共12期３中全会）と定義し，計画経済体制を超
えて「商品経済」概念を提起した。さらに，「国家が市場をコントロールし，市場が企業を誘導する」
（1987年中共第13期大会）を打ち出して，計画経済体制から市場経済へと，また一歩近づいた。しかし，
天安門事件後（1989年〜），再び「鳥籠経済論」が強調され，計画経済の役割が重視されるようになっ
た。最後に，鄧小平の「南巡講話」後，「社会主義市場経済の構築」（1992年中共第14期大会）を目標
とし，計画経済体制の呪縛から脱却し，市場経済への移行を始めた。
　他方，政治体制については，移行しないという点は一貫している。「社会主義初級段階論」（1987年
中共第13期大会）では，中国の現行社会主義を初級段階と位置づけ，国家制度の未成熟さを認めながら，
社会主義制度であることを再確認した。現在，なお中国の憲法では，中国は社会主義国であることと
共産党は絶対的指導性を保持することを明記している。経済面でも，国有経済セクター（国有企業と
国有持株会社）は依然として経済を支配する地位に位置している。2013年には，工業の国有企業と国
図表５：2000年以降の工業部門の所有制構成
 （単位：％）
2010年 2013年
国有企業と国
有持株会社
企業数 4.47 5.16
資産額 41.79 40.29
利潤総額 27.78 24.18
私営企業
企業数 60.34 55.30
資産額 19.71 20.55
利潤総額 28.47 33.23
外資と香港，
マカオ，台湾
企業数 16.35 16.28
資産額 25.06 21.82
利潤総額 28.31 23.24
その他
企業数 18.84 23.26
資産額 13.44 17.35
利潤総額 15.44 19.36
（資料）『中国統計年鑑』（2011，2014年版）より作成。
（注） 非国有企業について，2010年に主営業収入が500万元以下，2013
年に2000万元以下の企業はそれぞれ含まれない。
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有持株会社の資産額が工業全体の資産額に占める割合は40％に上った（図表５）。またこれだけの資
産を持つ国有経済セクターの会社数が全体のわずか５％しか占めていないことからわかるように，１
社当たりの資産額は18億8300万元と，企業規模の巨大さにおいて私営企業を圧倒している（図表６）。
　米誌「フォーチュン」（2015年版）による売上高世界上位500社の番付（USドルベース）を見ると，
中国企業は前年比３社増の98社に達している。そのランクインした98社の中国企業はほとんどが国有
企業中の中央企業であり，資源・エネルギーや社会インフラなどの規制産業に属する独占または寡占
企業ばかりである８。また，行政介入も根強く存在しており，社会主義と共産党支配を堅持するとい
う大義名分が，国家による行政介入を正当化している。このような政治体制と経済体制を集約するの
は社会主義市場経済である。
図表６：所有制別企業規模：１社当たり資産額
（資料）『中国統計年鑑2014』より作成。
４−２　市場移行の成功要因
　中国の経済改革，体制移行に対しては，さまざまな見方が存在する。渡辺・小島（1994）は，中国
の改革は慎重に進めたことから成功したと述べている。ノートン（Naughton，1995）は，それを中国
の政策当局が計画を維持しようとして改革を試みた，いわば意図せざる改革の積み重ねであった「計
画からの成長（growing out of the plan）」と主張している。中兼（1999）は，中国が体制移行に成功し
ている原因として，経済の後進性のほか，毛沢東時代の地方分権化，華僑を通じた海外との繋がり，
強い市場マインド（市場の精神），改革の手順（農村から都市部門，非農業部門へ）を挙げている。
　また，旧ソ連・東欧諸国の改革が「急進的改革」（radical reform）であったのに対して，中国の改革は「漸
８　中国の国有企業は，政府の管理権限区分に基づいて中央企業（中央政府による監督と管理）と地方企業（地方政府に
よる監督と管理）に分けられる。ちなみに，中国にある13万社余りの国有企業のうち中央企業が112社ある（2014年）。
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進的改革」（gradual reform）と言われている。呉（1992）は，急進的改革（ビッグバン）は決してソ
連や東欧諸国が当初から選んだ戦略ではなく，むしろその逆だと指摘している。それ以前の数十年間
にわたって改革を怠った，つまり，「漸進的改革」を行わなかったがために，経済が不治の病に冒され，
劇薬を投薬せざるを得なかったと述べている。また，中国の改革は，農業及びその他の非国営部門か
ら始まっているが，国営部門の改革は「漸進的改革」と言えるのに対し，農村部門の改革は急速に行
なわれたと力説している。樊（2003）は，ロシアで今なお続いている価格改革や企業改革などを例に
挙げ，旧ソ連・東欧諸国の改革がかなり長期間にわたる部分的な改革であり，中国も1985年以降多く
の分野で改革を進めてきたことを指摘し，中国の改革を「段階的な改革」（gradual reform）よりも「増
量改革」（incremental reform）で捉えるべきだと主張している。
　以上のように，中国の体制移行の成功要因とプロセスについてさまざまな議論があるが，問題の捉
え方によって見方は異なってくる。確かに東欧諸国と旧ソ連は1989年から1991年までのわずか３年間
で東欧民主化革命を経て社会主義を放棄し，市場経済を導入した。このことから東欧諸国と旧ソ連の
移行は「急進的改革」と言える。特に社会主義の放棄が短期間で一気に進んだため，まさに「ビッグ
バン」が起きたのである。しかし，それらの国々の経済体制の歴史をみると，市場導入までかなり長
い懐妊期間を要しており，今なお改革が続いている緩慢な分野も存在している。
　他方，1978年からの中国の体制改革は，14年後の1992年にはようやく社会主義市場経済という移行
目標モデルを明確にした。それからさらに４半世紀が経っているが，いまだに市場経済を模索してい
る分野も多く存在しており，中国を「市場経済国」と認める国は少ない９。それゆえに，計画から市
場への移行過程に関して「漸進的」と言わざるをえない。しかし，個別分野についてみると，例えば，
農村，農業の基本制度であった人民公社が1978年以後急速に弱体化し，1982年に一気に崩壊した（1983
年解体完了）という事実から，「ビッグバン」が起きたとも言える。他方，政治改革については，ミ
クロの企業統治をみると，計画経済時代の党委員会と工場長一体型管理体制から，党指導下の工場長
責任制，さらに工場長単独責任制へと変革したが，マクロの国家政治体制では，一党支配，「党の法」，
「党の国家」，「党の軍」（司法，国家，軍隊は党のため）に対する改革は，改革開放以来約40年の間，
一向に進んでおらず，「漸進的」とさえ言えない状況である。
　J・コルナイ（J. Kornai）は，社会主義をソ連型の古典的社会主義とハンガリーのような市場社会
主義の二つに区別している。両者は共産党独裁と生産手段の国有化で共通するが，需給の調整に関し
て古典的社会主義ではそれを官僚が行うのに対し，市場社会主義では国有方式と市場経済の組み合わ
せにより行われるという違いがある10。ハンガリーにおいては，この国有方式と市場経済を組み合わ
せたところにこそ，ソ連型の古典的社会主義の低効率を克服することに失敗した根本的な理由がある
と指摘している（Kornai,  1995,  pp.35-56）。1970年代末から始まった中国の体制移行は，まさしく古
典社会主義から市場社会主義への移行であった。しかし，中国の移行過程においては，特に1992年に
９　世界貿易機関（WTO）には自由な市場経済を重視する国を「市場経済国」と認定する枠組みがある。それによると，
加盟国が市場経済国と認定されない国「非市場経済国」に対して不利な待遇を与えることを認めている。今中国を「市
場経済国」と認めた国は一部にとどまり，日本，アメリカ，EUなどが承認していない。
10　福田（1990）ではコルナイ説について詳しく解説されている。
－183－
中国の改革開放後における市場移行政策の展開 183
社会主義市場経済の移行モデルが明確化されて以降，国有方式と市場経済を組み合わせながらも国有
方式を大幅に縮小させており，これがハンガリーの市場社会主義と中国の社会主義市場経済の明暗を
分けたと言える。
　最後は，改革開放と鄧小平についてである。毛沢東は中華人民共和国建国の父と呼ばれるが，鄧小
平は改革開放・市場移行の総設計者として称賛されている。1977年に３度目の政界復帰を果たした鄧
小平は，1980年代における改革開放のプロセスを進めた。1989年の天安門事件を契機に，改革開放路
線が後退していく中で，1992年の鄧小平の「南巡講話」により，改革開放路線が再出発し，それを転
換点として市場移行へ加速した。鄧小平の「南巡講話」は，実力者個人の「鶴の一声」で国の進める
べき方向を決めるという，当時の中国における政策意思決定過程を象徴するものであった。1949年以
降の中国で「鶴の一声」ほどの絶対的権威を持ったのは毛沢東と鄧小平の２人だけである。神格化の
毛沢東後，人間鄧小平の絶対権威が続いていたが，鄧小平後の中国は個人的権威主義支配から集団的
権威主義支配へと変貌していった。
おわりに
　以上本稿では，まず，1978年の中国の改革開放について，その背景を国内における経済状況と政治
変動，および国際環境から分析し，今回の政策転換はそれまで繰り返されたような経済過熱（混乱）
から引き締め（調整）への景気対策と異なることを明らかにした。また，改革開放以後における市場
移行について，1980年代の移行目標モデルへの模索，1990年代における「社会主義市場経済体制」の
確立という展開過程を整理した。その上で，中国の体制移行について，市場への部分的な容認から全
面的な導入，経済分野の体制移行と政治体制の不移行という移行過程とその特徴を分析した。そして，
市場移行の成功要因の一つとされる漸進主義について，全体について言えるが，個別分野については
一概に言えず，急進的な改革さえも見られた。さらに，国有方式と市場経済を組み合わせる中で国有
方式の大幅な縮小も中国の体制移行の成功要因である。しかしながら，他方，政治体制では一党支配，
社会主義，権威支配主義が続いており，抜本的な改革が待たれる。
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